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はじめに 

平成１９年２月１５日、政府において「成長力底上げ戦略」構想がとりまとめられ、翌日１

６日の経済財政諮問会議に報告され了承された。「成長力底上げ戦略」は、成長戦略の一環と

して、経済成長を下支えする人材能力、就労機会、中小企業の３つの基盤の向上を図ることを

目指しており、当該３本柱の一つ「中小企業底上げ戦略」の中においては、下請適正取引等を

推進することとなっている。本ガイドラインは、その一環として、広告業界に関するものとし

て策定するものである。 

 

下請中小企業は、我が国産業の多くの分野において広汎に存在し、国民経済の重要な担い手

として我が国経済の著しい発展を支えてきたが、近年の環境変化の中で、さらなる対応を求め

られている。また、独自の技術力等により、親企業と対等なパートナーシップを確立している

ものもあるものの、その事業活動が親企業の発注の在り方に左右されやすい面があることから、

発注方式等の面における親企業の協力が必要である。 

親企業としても、下請中小企業の存在無くしてはより付加価値の高い製品・サービスを生み

出していくことが困難であり、自らの発展もあり得ないという点を十分認識し、親企業として

の立場を利用して下請中小企業に不当な取引条件を押しつけることなく、自主性を尊重しつつ

積極的な協力を行うとともに、発注方式の改善等の協力を行うことが必要である。さらに、自

らの努力により自主的に事業を運営し得る有能な企業に脱皮し、自立化等を行っていこうとす

る下請中小企業に対しては、その努力を阻害することなく、必要に応じこれに支援を行うこと

が望まれている。 

今後とも我が国経済が健全な発展を遂げ、同時に豊かな国民生活を実現していくためには、

我が国経済に広範に広がる下請分業システムにおける不公正、不透明な取引を排除するととも

に、親企業と下請中小企業とが、相互の理解と信頼の下に協力関係を築き、共存共栄を図って

いくことが必要である。 

広告業界においては、下請取引の適正化・健全化を図ることは重要であり、そのために所謂

「下請２法」すなわち下請中小企業振興法及び下請代金支払遅延等防止法を遵守・活用するこ

とが求められる。 

下請中小企業振興法は、下請事業者の自立を支援するための環境整備を行うことを目的とし、

国は、親事業者と下請事業者が望ましい取引を行うための指針として「振興基準」を定めてい

る。広告業界において、この「振興基準」を十分尊重することが求められる。 

また、下請代金支払遅延等防止法は、親事業者と下請事業者の適正な取引の実現と下請事業

者の利益を保護することを目的としている。 

 

今般定めたガイドラインの構成は以下のとおりである。 

１．下請法制定の趣旨 

２．下請法はどのような取引に適用されるか（適用範囲） 

３．親事業者のすべき４つの義務 

４．親事業者がしてはいけない禁止事項 

５．立入検査・改善勧告・罰則等
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１．下請法制定の趣旨 

 

１－１ 下請法違反行為の性格 

下請取引における下請代金の支払遅延等の行

のうち「優越的地位の濫用行為」に該当し、同

方法を用いてはならない）に違反するおそれが

 

１－２ 独占禁止法による規制 

 優越的地位の濫用行為を独占禁止法により規

① 取引上優越した地位を利用したものか

② 不当に不利益なものかどうか。 

を個別に認定する必要があります。 

 独占禁止法によるこの認定手続には相当の期

がある上、親事業者と下請事業者との継続的

もあり、結果として下請事業者の利益になら

 

  １－３ 下請代金法の必要性 

このため、下請事業者の利益を保護するため

の簡易な手続が必要とされ、下請代金支払遅延

昭和31年に独占禁止法の特別法（補完法）とし

 

１－４ 下請法の目的 

すなわち、下請法は、 

① 適用対象を明確にすること 

② 優越的地位の濫用行為及び違反行為の

等、違反行為の要件を明確化し、迅速かつ

護を図ろうとするものです。 

 

 

 下請法の規制は、独占禁止法の優越的地位の濫用

下請法の対象となっていない取引や行為（事業者）

独占禁止法の優越的地位の濫用として問題となるお
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為は、独占禁止法の「不公正な取引方法」

法第19条の規定（事業者は、不公正な取引

ある行為です。 

制する場合は、当該行為が、 

どうか。 

間を要し、問題解決の時機を失するおそれ

取引関係をむしろ悪化させる要因となる場合

ないことも考えられます。 

に、独占禁止法の違反事件処理手続とは別

等防止法（以下「下請法」という。）が、

て制定されました。 

排除措置の内容を具体的に法定すること 

効果的に下請取引の公正化と下請事業者の保

規制と一体のものとして理解されるべきもの。

について、下請法に定める禁止行為を行えば、

それがあります。 



 ○下請法の概要 

 (1) 目 的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（第 1条） 

   下請取引の公正化・下請事業者の利益保護 

 (2) 親事業者，下請事業者の定義・・・・・・・・・・・・・・・・・（第 2条第 1 項～第 8項） 

   下請法の対象となる取引 は 事業者の資本金規模 と 取引の内容 で定義。 

 

  ① 物品の製造・修理委託及び政令で定める情報成果物・役務提供委託を行う場合 

 親事業者
 

 下請事業者 

 資本金 3億円超  資本金 3億円以下 （個人を含む） 

 資本金 1千万円超 3億円以下

 

 資本金 1千万円以下（個人を含む） 

② 情報成果物作成・役務提供委託を行う場合（①の情報成果物・役務提供委託を除く。） 
 

親事業者
 

 下請事業者 

 資本金 5千万円超  資本金 5千万円以下（個人を含む） 

 資本金 1千万円超 5千万円以下

 

 資本金 1千万円以下（個人を含む） 

 

 (3) 親事業者の義  務・・・・・・・・・・・・・（第 2条の 2，第 3条，第 4条の 2，第 5条） 

       禁止事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（第 4条） 

(4) 報告徴収・立入検査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （第 9 条） 

(5) 勧告（行政指導による是正）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （第 7 条） 

＜概念図＞ 

 

  ○ 義 務 

                 エ 遅延利息の支払義務      （4 条の 2）

  

           ○ 禁止事項（4条） 

                                           ア 受領拒否の禁止        （1 項 1号）

              イ 下請代金の支払遅延の禁止   （1 項 2号）

        ウ 下請代金の減額の禁止     （1 項 3号）

                              エ 返品の禁止          （1 項 4号）

                      カ 購入・利用強制の禁止     （1 項 6号）

                      キ 報復措置の禁止        （1 項 7号）

                      ク 有償支給原材料等の対価の早期決済の禁止 

                                          （2項1号）

                      ケ 割引困難な手形の交付の禁止  （2項2号）

ア 書面の交付義務         （3 条）

イ 書類の作成・保存義務      （5 条）

ウ 下請代金の支払期日を定める義務（2条の 2）

オ 買いたたきの禁止       （1 項 5号）

コ 不当な経済上の利益の提供要請の禁止（2項3号）

 サ 不当な給付内容の変更・やり直しの禁止（2項4号）

 

 

 

 

 

            

   

 

公 

 

 

      

 

 

 

 

 

３条及び５条に

違反したときは

５０万円以下の

罰金（第１０条）
報告徴収・立入検査
2

                          （第 9条）    正 

取 

引 

委 

員 

会 

         

中小企業庁 

当該下請取引

に係る事業の

所管官庁 

措
置
請
求
（
第
6
条
） 

違反行為に対す

る勧告（第７条）





２－２ トンネル会社の規制（第 2条第 9項） 

事業者（親会社）が資本金の小さい子会社を設立し子会社を通して下請取引を行った場

合、下請法の適用を受けないケースが生じてしまうことになります。このような取引が脱

法的に行われないよう規制されており、次の２つの要件を共に満たせば、当該子会社(い

わゆるトンネル会社)は、資本金が３億円以下であっても親事業者として下請法の適用を

受けます（注）。 

① 親会社から役員の任免、業務の執行又は存立について支配を受けている場合 

（例えば、親会社の議決権が過半数の場合、常勤役員の過半数が親会社の関係者で

ある場合又は実質的に役員の任免が親会社に支配されている場合） 

② 親会社からの下請取引の全部又は相当部分について再委託する場合 

（例えば、親会社から受けた委託の額又は量の 50％以上を再委託している場合） 

 

☆ 例えば、広告会社が、クリエィティブやＳＰなどの専門会社やメディア専門会社をグ

ループ会社として、このグループ子会社を通じて下請事業者と委託取引を行う場合は、

その子会社がトンネル会社の規制の対象となるかどうか、注意する必要があります。 

 

○トンネル会社の概念図 

＜製造委託の類型 1の例＞ 

  
【前提条件】 

親会社が，Ａに直接委託したとすれば，下

請法の適用を受けること。 

 

販 売 

【①の要件】 

実質支配 

   

 

 

 

       超 ↑  

  資本金 3億円  

       以下↓ 

消費者 

 

 

 

（注） 

資本金 3 億円は製造委託

資本金 1000 万円の場合も同

役務提供委託の場合は原則

 

親会社（実質上の親事業者）
4

製

（みな

、修理委託の場合。

じ。（情報成果物、

5千万円と1千万円） 
造委託 

下請事業者Ａ 

再委託 

子会社 

し親事業者） 
【②の要件】 

親事業者からの取引

の相当部分を再委託 



２－３ 法に定める委託取引に該当するか？（取引態様の要件） 

   ［委託取引の４つの種別・１０の類型］ 

 下請法の対象となる委託取引は、「製造委託」(４類型)、「修理委託」(２類型)、「情

報成果物作成委託」(３類型)、又は「役務提供委託」(１類型)の４つの種別と１０の類型

があります。 

 「委託」とは、事業者が他の事業者に、規格、デザイン等の仕様や内容を指定して物品

の製造や修理、情報成果物の作成又は役務の提供を依頼することです。 

 したがって、単に市販品や汎用品（規格品・標準品）を購入することは、下請法の適用

対象とはなりません（規格品･標準品でも、その一部でも自社向けに加工させた場合などは、

下請法の適用を受けます。）。 

 また，直接的に取引当事者とはならず、単に契約事務を代行する「取次ぎ」を行っているに

過ぎない場合にも、下請法の適用対象とはなりません。 

 

①製造委託（第 2条第 1項） 

製造委託は，製造する目的により次の４つの類型に分けられます。 

○ 販売の目的物である物品の製造委託               （類型１） 

○ 請負の目的物である物品の製造委託               （類型２） 

○ 物品の修理に必要な部品，原材料の製造委託            （類型３） 

○ 自社で使用・消費している物品で，自家製造しているものの製造委託（類型４） 

 

 

事業者，一般消費者等 

 販売   

親事業者 

者 

 納入 委託 

（類型１） 物品の販売を行っている事業者が、その物品の製造・加工を他の事業者

に委託する場合。 

例：自社販売書籍の印刷・製本 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

※ 「物品」とは、動

付属品、原材料又

※ 下請法の対象と

正取引委員会・中

 

 

下請事業
産をいい、不動産は含まれません。また，製品ばかりでなく、半製品、部品、

はこれらの製造に用いる金型を含みます。 

なる他業界の取引例については、「下請取引適正化推進講習会テキスト」（公

小企業庁発行）を参照してください。 
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他の事業者に委託する場合。 
 

 

 

 

（類

（類

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 「業とし

＊ 単に製造

にはなりま

※ 「業として

とみることが

 

発注元（事業者，官公庁等）
納入 

親事業者（元請） 

 

委託 

（修理

部品

型４） 

の

型３） 

材

例：広告主のポスター・パンフレットの印刷 

  広告主のプレミアムグッズの製造 

納入 

製造請負 

自社で業

使用・消

て」製造

・加工す

せん。 

」とは

できる
下請事業者
を

自

物

物品の修理を行っている事業者が、その物品の修理に必要な部品又は原

料の製造を他の事業者に委託する場合。 

と

費

 

、

場

親事業者 

業として行う者）
 

等の製造委託 
納入 

修理の請負 
下請事業者
修理に必要な 
社で使用又は消費する物品を社内で製造・加工している事業者が、そ

品の製造・加工を他の事業者に委託する場合。 

 

委

家

し

る

親事業者 

して製造している自
納入 託 

 

の物品 
下請事業者
（類型２） 物品の製造・加工を請け負っている事業者が、その物品の製造・加工を
ていない場合は、下請

能力が潜在的にあるに

事業者が、ある行為を反

合を指します。 
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顧 客
法の適用を受けません。 

過ぎない場合は、「業として」行っていること

復継続的に行っており、社会通念上、事業の遂行



 

②修理委託（第 2条第 2項） 

修理委託は、次の２つの類型に分けられます。 

 

 

 

① 請負の目的である物品の修理委託                 （類型１）

② 自社で使用している物品で、自家修理しているものの修理委託    （類型２）

 

 

（類型１）物品の修理を請け負っている事業者が、その修理行為の全部又は一部を

他の事業者に委託する場合。 

（類型

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 「業として

＊ 単に修理す

せん。 

 

 

発注元（事業者、官公庁等）
 納入 

） 

 修理請負 

例：広告主の屋外広告看板の修理 

 

 

２）

の

自社で

自家使

」修

る能

 

親事業者（元請
下請  

納入 委託 

自社で

一部を

下請

親事業

業とし

用の物

委

理して

力が潜
事業者
使用する物品を自社で修理している事業者が、その物品の修理行為

他の事業者に委託する場合。 

者 

て修理している 

品 

託 納入 
事業者 

いない場合は、下請法の適用を受けません。 

在的にあるに過ぎない場合は、「業として」行っていることにはなりま
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③情報成果物作成委託（第 2条第 3項） 

情報成果物作成委託は、作成する目的により、次の 3つの類型に分けられます。 

 
① 提供の目的である情報成果物の作成委託            （類型１）

② 請負の目的である情報成果物の作成委託            （類型２）

③ 自社で使用している情報成果物で、自社で作成しているものの 

作成委託                          （類型３）

 

 

 

 

＊ 「情報成果物」とは、 

(1) プログラム（電子計算機に対する指令であって、一の結果を得ることができるよ

うに組み合わされたもの） 

例：テレビゲームソフト、会計ソフト、家電製品の制御プログラム、顧客管理シ

ステム 

(2) 映画、放送番組その他影像又は音声その他の音響により構成されるもの 

   例：テレビ番組、テレビＣＭ、ラジオ番組、映画、アニメーション 

(3) 文字、図形若しくは記号若しくはこれらの結合又はこれらと色彩との結合により

構成されるもの 

   例：設計図、ポスター・商品のデザイン、コンサルティングレポート、雑誌広告 

 

（類型１）情報成果物を業として提供している事業者が、その情報成果物の作成の

行為の全部又は一部を他の事業者に委託する場合。 

 

 

 

 委託 

下請事業者 

親事業者 

 提供 

事業者、一般消費者等  
 例：自社販売書籍の原稿作成 

 

 

 

  納入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（類型２） 情報成果物の作成を業として請け負っている事業者が、その情報成果物
の作成の行為の全部又は一部を他の事業者に委託する場合。 

 作成請負 

 納入  委託

下請事業者 

親事業者（元請） 

納入 

発注元（事業者、官公庁等）

例：広告主の新聞・雑誌広告の作成 

  広告主のテレビ・ラジオＣＭの制作 

  広告主のホームページの作成 
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☆ 情報成果物の作成に必要な役務の委託 

顧客から委託された情報成果物を作成する過程で、情報成果物の作成に必要な役務の

提供を委託しているに過ぎない場合があります。 

このような役務の委託は、委託事業者が自ら用いる役務を委託するものであり、情報

成果物作成委託の類型２に該当するものではなく、また、下請法第 2条第 4 項の「役務

提供委託」にも該当しません。 

 

   ＜委託されたＣＭ制作を再委託する例＞ 

 

ＣＭの制作委託 
(情報成果物) 

ＣＭ映像データの制作委託 
(情報成果物) 

 

 

 元請取引 下請取引 

 
情報成果物の再委託と

なり、下請法の対象。
 

 

監督業の委託 
(役 務) 

 
再委託の内容が役務にな

ると、下請法の対象外。
 

 

 

 

 

 

最終的な情報成果物を 
構成することとなる情報成果物（例） 
(作成を委託すれば下請法の対象：太い矢印) 
--------------------------------------------

（当該情報成果物の作成を委託 
することは、下請法の対象） 

最終的な情報成果物の作成に必要な役務（例） 
(提供を委託しても下請法の対象とならない：点
線矢印) 
--------------------------------------------
（当該役務の提供を他者に委託する 
ことは、下請法の対象とはならない） 

（例） 
・ＣＭ映像データ   ・ＣＭ音響データ 
・ＣＭの脚本 

（例） 
・監督      ・俳優     ・照明 
・ＣＭ撮影（撮影したデータを納める場合は構成
することとなる情報成果物に該当） 

個人事業主 

映像制作会社

(下請事業者)

広告会社 

(親事業者) 

広告主 

（類型 3） 自らが使用する情報成果物の作成を業として行っている場合に、その作成

の行為の全部又は一部を他の事業者に委託する場合。 

  

   提案用の絵コンテの作成 自社で業

る自家使

委託 

＊ 「業として」作成し

＊ 単に作成する能力が

はなりません。 

 

親事業者 

として作成してい
用の情報成果物 

 納入 

 
 下請事業者
ていない場合は、下請法

潜在的にあるに過ぎない

9

例：提案用のプレゼンボードの制作
の適用を受けません。 

場合は、「業として」行っていることに



④役務提供委託（第 2条第 4項） 

「役務提供委託」については、対象となる役務についての定義はありません。委託取引

において、取引の目的が物品や情報成果物などの形にならないその他のすべてのサービス

が対象になります。（ただし、建設業法に定める建設工事は含みません。） 

「役務提供委託」は、次の１類型のみです。 

の

事業者に委託する場合。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 下請法上の

のことであり

用を受けませ

＊ 建設業法に

 

 

事業者、官公庁、一般消費者等
親事業者 

 

 例：広告主のホームページの運営 

   広告主の情報処理 

   広告主の屋外広告看板の保守 

委託 

提供 

委託 

「役務提

、委託事

ん。 

定める建
下請事業者
 役務の提供を業として行っている事業者が、その提供の行為の全部又は一部を他
供委託」に該当するのは、委託事業者が「他者に提供する役務」

業者が「自ら用いる役務」の提供を委託することは、下請法の適

設工事は、下請法の対象外です。 
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○ 算定方法による下請代金額の記載 

 具体的な金額を記載することが困難なやむを得ない事情がある場合であって、算定

方法の形であれば記載できるときは、次の条件を備えた算定方法により、下請代金の

額を記載することが認められます。 

① 算定方法は、下請代金の具体的な金額を自動的に確定するもの。 

② ３条書面とは別に算定方法を定めた書面を交付する場合は、これらの書面の関連付

けを行う。 

 なお、下請代金の具体的な金額を確定した後は、速やかに下請事業者へその旨書面

を交付しておく必要があります（算定の根拠となる数値についても記載することが望

ましい。ただし、３条書面の形での再交付は要しません。）。 

＜具体例＞ 

● 下請代金の一部が外的な要因により変動し、これに連動して下請代金全体の額が

変動する場合 

プロデューサー費○円＋撮影費ほか実費＋一般管理費 

○ 電子受発注 

 具体的記載事項の項目を書面の交付に代えて、下請事業者の承諾を得て、電子メー

ル等の方法で提供することができます。 

 

（２）例外的な書面の交付方法 

 

 

 

 

 

①

 

 ３条書面の具体的記載事項のうち、その内容が定められないことにつき正当な理

由がある事項がある場合は、当該事項を記載せずに下請事業者に書面を交付するこ

とが認められます。ただし、記載しなかった事項の内容が定められた後、直ちに、
当該事項を記載した書面を交付する義務があります。 

当初書面の交付 

３条書面の具体的記載事項のうち、その内容が定められない正当な理由がある事項

（特定事項）がある場合には、当該事項を記載せずに３条書面（当初書面）を交付す

ることが認められます。 

 この場合には、特定事項の内容が定められない理由及び内容を定めることとなる予

定期日を当初書面に記載しなければなりません。 

 ３条書面の具体的記載事項の内容が決定できるにもかかわらず決定しない場合や、

下請代金の額として「算定方法」を記載することが可能である場合には、「正当な理

由がある」とはいえませんので、その場合は、例外的な書面の交付方法は認められま

せん。 
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②補充書面の交付方法 

当初書面に記載されていない特定事項の内容が確定した後には、直ちに、その内容

を記載した書面（補充書面）を交付します。 

この場合、当初書面と補充書面の相互の関連性が明らかになるようにする必要があ

ります。 

☆  広告業界における下請事業者との委託取引では、グラフィック制作やＣＭ制作など、

発注時に給付の内容や下請代金の額等が決まらず、下請事業者との取引過程の中で給

付の内容や下請代金の額が確定していくことがありますが、このような場合には、広

告会社は、当初書面や補充書面の交付のタイミング等には十分注意する必要がありま

す。 

 

● 書面の交付義務についてのＱ＆Ａ 

Ｑ1： 情報成果物作成委託においては、委託内容のすべてを３条書面に記載する

ことは不可能ですが、どの程度詳しく書かなければならないでしょうか。 

Ａ： すべてを記載することは困難でも、下請事業者が３条書面を見て「給付の

内容」を理解できる程度に記載することが必要です。 

   また、３条書面の「給付の内容」の記載は、親事業者として下請事業者に

対しやり直し等を求める根拠となるものでもあるので、必要な限り明確化す

ることが望ましい。 

 

Ｑ2： ３条書面は様式を問わないので契約書を３条書面とすることも可能と聞

いたが、契約締結まで日数を要する場合、どのくらいまでなら「直ちに」交

付したとみなされますか。 

Ａ： 「直ちに」とは「すぐに」という意味です。親事業者には、発注した場合

「直ちに」書面を交付する義務があるので、契約締結までに日数を要するの

であれば、発注後直ちに、別の必要事項を記載した書面を交付する必要があ

ります。 

 

３－２ 支払期日を定める義務（第 2条の 2） 

 親事業者（広告会社）は、下請事業者との合意の下に、親事業者（広告会社が下

請事業者の給付の内容について検査するかどうかを問わず、下請代金の支払期日を

物品等を受領した日（役務提供委託の場合は、下請事業者が役務の提供をした日）

から起算して６０日以内で、できる限り短い期間内で定める義務があります。 

 

 

 

 

 

受領日から６０日以内に支払期日を設定し、下請代金を支払わなければなりません。 
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○ 支払期日の設定 

物品等の給付を受領した日から起算して６０日を超えて支払期日を定めたときは、

受領した日から起算して６０日を経過した日の前日が支払期日となります。また、当

事者間で支払期日を定めなかったときは、物品等の給付を受領した日が支払期日と

なります。 

 

３－３ 書類の作成・保存義務（第 5条） 

 

 

 

 

保

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ●

 

 

 

 親事業者（広告会社）は、下請事業者に対し製造委託、修理委託、情報成果物作成

委託、又は役務提供委託をした場合は、給付の内容、下請代金の額等について記載し

た書類（５条保存書類）を作成し、２年間保存する義務があります。 
５条保存書類は、下請事業者別に、各書類等の相互の関係を明らかにして、明確に記載・

存しなければなりません。 

 具体的作成・保存事項 

① 下請事業者の名称（番号，記号等による記載も可） 

② 製造委託、修理委託、情報成果物作成委託、又は役務提供委託をした日 

③ 下請事業者の給付の内容（役務提供委託の場合は役務の提供の内容） 

④ 下請事業者の給付を受領する期日（役務提供委託の場合は、下請事業者が役務の提供をす

る期日・期間） 

⑤ 下請事業者から受領した給付の内容及びその給付を受領した日（役務提供委託の場合は、

下請事業者から役務が提供された日・期間） 

⑥ 下請事業者の給付の内容について検査をした場合は、その検査を完了した日、検査の結果

及び検査に合格しなかった給付の取扱い 

⑦ 下請事業者の給付の内容について、変更又はやり直しをさせた場合は、その内容及び理由

⑧ 下請代金の額（算定方法による記載も可） 

⑨ 下請代金の支払期日 

⑩ 下請代金の額に変更があった場合は、増減額及びその理由 

⑪ 支払った下請代金の額、支払った日及び支払手段 

⑫ 下請代金の支払につき手形を交付した場合は、手形の金額、手形を交付した日及び手形の

満期 

⑬ 一括決済方式で支払うこととした場合は、金融機関から貸付け又は支払を受けることがで

きることとした額及び期間の始期並びに親事業者が下請代金債権相当額又は下請代金債務

相当額を金融機関へ支払った日 

⑭ 原材料等を有償支給した場合は、その品名、数量、対価、引渡しの日、決済をした日及び

決済方法 

⑮ 下請代金の一部を支払い又は原材料等の対価を控除した場合は、その後の下請代金の残額

⑯ 遅延利息を支払った場合は、遅延利息の額及び遅延利息を支払った日 
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○ 算定方法を記載した場合の取扱い 

下請代金の額として算定方法を記載した場合には、その後、確定した下請代金の額

及びその確定した日を記載しなければなりません。 

またその算定方法に変更があった場合は、変更後の算定方法、その変更後の算定方法に

より確定した下請代金の額及び変更した理由を記載しなければなりません。 

○ 電磁的記録の作成・保存 

５条保存書類は、下請法に定める一定の要件を満たせば、書面による保存ではなく、

電磁的記録で保存することもできます。 

 

● 書類の作成・保存義務についてのＱ＆Ａ 

Ｑ： 給付内容を変更した場合には５条保存書類に記録しなければなりませんが、

情報成果物においては、親事業者と下請事業者が個々に打合せしながら給付内

容を確定していく場合があります。 

この場合、どの程度の変更から記録しなければならないでしょうか。 

Ａ： 個々の作業指示をすべて記載する必要はないが、少なくともそれにより下

請事業者に下請代金の設定時には想定していないような新たな費用が発生す

る場合には、その旨記載し保存する必要があります。 

 

３－４ 遅延利息の支払義務（第 4条の 2） 

 

 

 

 

 親事業者（広告会社）は、下請代金をその支払期日までに支払わなかったとき

は、下請事業者に対し、物品等を受領した日（役務提供委託の場合は，下請事業

者が役務の提供をした日）から起算して６０日を経過した日から実際に支払をす

る日までの期間について、その日数に応じ当該未払金額に年率 14.6％を乗じた額

の遅延利息を支払う義務があります。 
 

 

 

支払遅延は下請法に違反する行為です。遅延利息の支払は原状を回復するための救済措

置であり、遅延利息を支払えば下請代金の支払を遅らせてよいということではありませ

ん。 
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 ４．親事業者がしてはいけない禁止事項 

 親事業者には、次の項目の禁止事項が課せられています。 

 たとえ、下請事業者の了解を得ていても、また、親事業者（広告会社）に違法性の意識

がなくても、これらの規定に触れるときには、下請法に違反することになるので、特に業

務担当者等は十分注意が必要です。 

 

禁 止 事 項 概      要 

買いたたきの禁止     （第 1項第 5号）
類似品等の価格又は市価に比べて著しく低い下請代金

を不当に定めること。 

受領拒否の禁止      （第 1項第 1号）
下請事業者の責任がないのに、注文した物品等の受領を

拒むこと。 

返品の禁止          （第 1項第 4号）
下請事業者の責任がないのに、受け取った物を返品する

こと。 

不当な給付内容の変更及び不当なやり

直しの禁止      （第 2項第 4号）

下請事業者の責任がないのに、費用を負担せずに注文内

容を変更し、又は受領後にやり直しをさせること。 

下請代金の減額の禁止 （第 1項第 3号）
下請事業者の責任がないのに、あらかじめ定めた下請代

金を減額すること。 

下請代金の支払遅延の禁止  

（第 1項第 2号）

下請代金を給付の受領後６０日以内に定められた支払

期日までに支払わないこと。 

割引困難な手形の交付の禁止 

                    （第 2項第 2号）

一般の金融機関で割引を受けることが困難であると認

められる手形を交付すること。 

購入・利用強制の禁止 （第 1項第 6号） 親事業者が指定する物・役務を強制的に購入・利用さ

せること。 

不当な経済上の利益の提供要請の禁止 

                     （第 2項第 3号）

下請事業者から不当に金銭、労務の提供等をさせるこ

と。 

 

報復措置の禁止     （第 1項第 7号）

下請事業者が親事業者の不公正な行為を公正取引委員

会又は中小企業庁に知らせたことを理由として、その下

請事業者に対して、取引数量の削減・取引停止等の不利

益な取扱いをすること。 
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４－１ 買いたたきの禁止（第 4条第 1項第 5号） 

容

べ

す

 

 

 

 

 

   下

 買い

定めて

 買い

①

②

③

④

【

注

で

は

た

 

 

 

 

 

 

  ＜買

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 
親事業者（広告会社）が発注に際して下請代金の額を決定するときに、発注した内

と同種又は類似の給付の内容（又は役務の提供）に対して通常支払われる対価に比

て著しく低い額を不当に定めることは、「買いたたき」として下請法違反になりま
。 

請代金は、下請事業者と事前に十分協議して決定しなければなりません。 

たたきのポイントは、通常支払われる対価に比べて著しく低い額かどうか、不当に

いるかどうかです。 

たたきに該当するか否かは、次のような要素を勘案して総合的に判断されます。 

 下請代金の額の決定に当たり、下請事業者と十分な協議が行われたかどうかなど

対価の決定方法 

 差別的であるかどうかなど対価の決定内容 

 「通常支払われる対価」と当該給付に支払われる対価との乖離状況 

 当該給付に必要な原材料等の価格動向 

 

 

 外注担当者等の注意】 

グラフィック制作やテレビＣＭ制作などの情報成果物作成委託においては、当初発

時に給付の内容（併せて下請代金の額）が決まらず、下請事業者との取引過程の中

給付の内容や下請代金の額が確定していくことがありますが、このような場合に

、特に、外注担当者は、下請事業者との下請代金の協議・決定に当たって、「買い

たき」となるような行為を行うことのないよう十分注意しなければなりません。
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いたたきに該当するおそれのある例＞ 

多量の発注をすることを前提として下請事業者に単価の見積りをさせ、その見積単

価を少量の発注しかしない場合の単価として下請代金の額を定めること。 

下請事業者に見積りをさせた段階より発注内容が増えたのにもかかわらず、下請

代金の額の見直しをせず、当初の見積価格を下請代金の額として定めること。 

一律に一定比率で単価を引き下げて下請代金の額を定めること。 

親事業者の予算単価のみを基準として、一方的に通常支払われる対価より低い単

価で下請代金の額を定めること。 

合理的な理由がないにもかかわらず、特定の下請事業者を差別して取り扱い、他

の下請事業者より低い下請代金の額を定めること。 

同種の給付について、特定の地域又は顧客向けであることを理由に、通常支払わ

れる対価より低い単価で下請代金の額を定めること。 

情報成果物作成委託において給付の内容に知的財産権が含まれている場合に、当

該知的財産権の対価について、下請事業者と協議することなく、一方的に通常支払

われる対価より低い額を定めること。 





② 納期を延期して、給付の目的物を受領しないこと。 

③ 発注後に、恣意的に検査基準を変更し、従来の検査基準で合格とされたものを不

合格とすること。 

④ 取引の過程において、下請事業者が提案・確認した注文内容について、親事業者

（広告会社）が了承し、下請事業者がその内容のとおりに作成したにもかかわらず、

注文と異なることを理由に受領しないこと。 

 

○ 受領を拒否することができる場合 

  「下請事業者の責に帰すべき理由」があるとして受領を拒否することができるのは、

次の場合に限定されます。 

① 注文と異なるもの又は給付に瑕疵等があるものが納入された場合。 

② 指定した納期までに納入されなかったため、そのものが不要になった場合（ただ

し、無理な納期を指定している場合などは除かれます。）。 

 

※ 委託内容や検査基準を明確にしなかったため、下請事業者の納入品が委託内容と異

なること等が明らかにできないときは、委託内容と異なること等を理由として受領を

拒否することは認められません  

  また、指定納期が明確でないため、納期遅れが明らかでないのに、納期遅れを理由と

して受領を拒否することも認められません（３条書面義務違反にもなります。）。 

 

●受領拒否の禁止についてのＱ＆Ａ 

Ｑ ： 下請事業者が納品時に納品書など必要な書類を忘れてしまった場合、これを理

由として受領しないことは認められるでしょうか。 

Ａ： 下請事業者から、納期に委託内容を満たす物品等が引き渡されれば、親事業

者（広告会社）はこれを受領する義務があり、添付すべき書類が欠けている

ことを理由として、給付の目的物たる物品等の受領を拒むことは認められま

せん。 
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４－３ 返品の禁止（第 4条第 1項第 4号） 

 

 

 

親事業者（広告会社）は下請事業者から納入された物品等を受領した後に、その物

品等に瑕疵があるなど明らかに下請事業者に責任がある場合において、受領後速やか

に不良品を返品するのは問題ないが、それ以外の場合に受領後に返品すると下請法違

反となります。  

       

下請事業者に責任がないのに受領したものを返品すると問題となります。 

○ 返品することができる場合 

「下請事業者の責に帰すべき理由」があるとして返品できる場合は、次の場合に限定さ

れています。 

① 注文と異なる物品等が納入された場合 

② 汚損品・き損品などの物品等が納入された場合 

※ 親事業者（広告会社）が，発注後に恣意的に検査基準を変更し，従来の検査基準では

合格とされた物品を不合格とした場合の返品は認められません。 

※ 委託内容や検査基準が明確でない場合には、親事業者は、委託内容と異なること又は

瑕疵等があることを理由として返品することが認められません。 

（適正な検査基準、検査方法を、あらかじめ下請事業者と合意して、下請事業者に書

面で明示しておくことが必要です。） 

○ 親事業者（広告会社）が受入検査を自社で行う場合 

下請事業者の責任により返品ができる期間は，次のとおりです。 

① 直ちに発見できる瑕疵 

   発見次第速やかに返品する必要があります。 

② 直ちに発見できない瑕疵 

   受領後６か月以内の返品は問題ありません。 

（ただし，一般消費者に対して６か月を超えて品質保証期間を定めている場合に

は，その保証期間に応じて最長 1年以内であれば返品できます。）。 

○ 親事業者（広告会社）が受入検査を自社で行わない場合 

① 親事業者（広告会社）が受入検査を省略する場合や下請事業者に口頭で委任する

場合は、下請事業者の責任による不良品でも、返品することは認められません。 

② 受入検査を下請事業者に文書で委任している場合には、直ちに発見できない瑕疵

の返品期間については、親事業者(広告会社)が受入検査を自社で行う場合と同様に

なります。 

また、下請事業者の行った検査に明らかなミスがある場合は、受領後６か月以内

であれば、返品することが認められます。 
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４－４ 不当な給付内容の変更及び不当なやり直しの禁止（第 4条第 2項第 4号） 
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親事業者（広告会社）が下請事業者に責任がないのに、発注の取消し若しく

発注内容の変更を行い、又は受領後にやり直しをさせることにより、下請事
者の利益を不当に害すると下請法違反となります。 

事業者（広告会社）が下請事業者に対して、費用を負担せずに給付内容の変更やや

をさせることは、不当な給付内容の変更及び不当なやり直しの問題となります。 

内容の変更」又は「やり直し」のために必要な費用を親事業者（広告会社）が負担

どにより、下請事業者の利益を不当に害しないと認められる場合には、不当な給付

変更及び不当なやり直しの問題とはなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注担当者等の注意】  

ラフィック制作やテレビＣＭ制作などの情報成果物作成委託においては、下請事

との取引過程の中で、何度も給付の内容の変更ややり直し等を行うことがありま

、外注担当者は、下請事業者の責任がないのに、その費用を全額負担することな

不当に給付内容の変更ややり直しを下請事業者に行わせ、下請法違反となるよう

とのないよう十分注意する必要があります。（＜不当な給付内容の変更又は不当

り直しとなる例＞２２頁参照） 

お、これらの経緯ややり直し等の内容は、５条保存書類の取引記録として保存する必

あります。 

 給付内容の変更とやり直しの違い 

「給付内容の変更」とは、給付の受領前に、３条書面に記載されている委託内容を

更し、当初の委託内容とは異なる作業を行わせることです。発注の取消し（契約

解除）も「給付内容の変更」に該当します。 

また、「やり直し」とは、給付の受領後に、給付に関して追加的な作業を行わせ

ことです。 

こうした給付内容の変更ややり直しによって、下請事業者がそれまでに行った作業

無駄になり、あるいは下請事業者にとって当初の委託内容にはない追加的な作業

必要となった場合に、親事業者（広告会社）がその費用を負担しないことは、下請

業者の利益を不当に害することとなります。 

なお、受領した物品等を返して再び受け取らないことは「返品」に該当しますが、

領した物品等をいったん下請事業者に返していても、それを補修させて再納入さ

たり、良品に交換させたりすることは「やり直し」に該当します。 

不当な給付内容の変更又は不当なやり直しとなる例＞ 

① 下請事業者の給付の受領前に，下請事業者から委託内容を明確にするよう求め

があったにもかかわらず，親事業者（広告会社）が正当な理由なく仕様を明確に

せず，下請事業者に継続して作業を行わせ，その後，給付が注文と異なる又は注

文した水準に至っていないとして無償でやり直しを要請する場合 
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② 取引の過程において，下請事業者の提案・確認した委託内容について、親事業

者（広告会社）が了承し，下請事業者がそのとおりに作成したにもかかわらず，

給付が注文と異なる又は注文した水準に達していないとして無償でやり直しを要

請する場合 

③ 発注後に，恣意的に検査基準を変更し，従来の検査基準で合格とされたものを

不合格として無償でやり直しを要請する場合 

○ 下請事業者の責に帰すべき理由により費用負担することなく給付内容の変更等が         

できる場合 

「下請事業者の責に帰すべき理由」があるとして、親事業者（広告会社）が費用を

全く負担することなく、下請事業者に対して「給付内容の変更」又は「やり直し」を

させることが認められるのは、次の場合に限定されます。 

① 下請事業者の要請により給付の内容を変更する場合 

② 給付を受領する前に下請事業者の給付の内容を確認したところ、給付の内容が

注文とは異なる又は給付に瑕疵等があることが、３条書面に照らして合理的に判

断されるので内容を変更させる場合 

③ ３条書面に照らして、注文と異なるもの又は瑕疵等があるものが給付されたの

でやり直しをさせる場合 

 

○ やり直しをさせることのできる期間 

下請事業者の責に帰すべき理由があるやり直しであっても、無制限に認められるも

のでなく、一定の期間内にやり直しをさせる必要があります。 

    【注意点】給付内容の変更・やり直しをした場合の取引記録の保存等 

 取引の過程で、３条書面に記載されている委託内容を変更（給付内容の変更・やり

直し）し、又は明確化した場合には、親事業者（広告会社）は、これらの内容を記載

した書面を下請事業者に交付する必要があり、５条保存書類の一部として保存する義

務があります。 

 

● 不当な給付内容の変更及び不当なやり直しの禁止についてのＱ＆Ａ 

 

Ｑ ： 親事業者(広告会社)が発注を取り消す際には、下請事業者が当該発注に使用

するために要した費用を全額負担する必要があるとのことだが、例えば、下請

事業者が当該発注に使用するために機器と人員を手配している場合に、下請事

業者に解約可能な範囲は解約してもらい、解約できずやむを得ず負担すること

となった部分を負担すれば問題ないと理解してよいでしょうか。 

Ａ： 結果として、下請事業者が負担することとなった費用を親事業者（広告会社）

がすべて負担すれば、不当な給付内容の変更には該当しません。 
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② 消費税・地方消費税額相当分を支払わないこと。 

③ 下請事業者と合意することなく、下請代金を銀行口座へ振り込む際の手数料を下

請事業者に負担させ、下請代金の額から差し引くこと。 

④ 親事業者（広告会社）からの無理な納期指定によって生じた納期遅れ等を下請事

業者の責任によるものとして下請代金の額を減ずること。 

⑤ 下請代金の支払に際し、端数が生じた場合、端数を 1 円以上の単位で切り捨てて

支払うこと。 

⑥ 手形払を下請事業者の希望により一時的に現金払にした場合に、下請代金の額か

ら自社の短期調達金利相当額を超える額を減ずること。 

⑦ 親事業者（広告会社）の客先からのキャンセル、市況変化等により不要品となっ

たことを理由に下請代金の額から差し引くこと。 

⑧ 販売拡大のために協力してほしいなどの名目をつけて、下請代金の額の何％かを

代金から差し引くこと。 

 

☆ 広告主から広告代金を値切られたという理由で下請代金を減額することは、「下

請代金の減額の禁止」に該当することとなるので、注意する必要があります。 

 

● 下請代金の減額の禁止についてのＱ＆Ａ 

Ｑ1： 下請代金の支払として手形を交付しているが、下請事業者の希望により一時

的に現金で支払うことがよくあります。この場合、金利引きと称して手形割引

料相当分を減額してもよいでしょうか。 

Ａ： 下請事業者との間で支払手段を手形と定めているが、下請事業者の希望に

より一時的に現金で支払う場合に親事業者の短期調達金利相当額を超えて減

額すれば、その超過分は下請代金の減額として下請法違反となります。 

なお、一時的にではなく常に現金で支払うという場合には、支払手段を現

金払として３条書面を交付する必要がありますが、この場合において、３条書

面に記載した下請代金の額から割引料相当額を差し引くことは下請代金の減

額として下請法違反となるので、これに見合う単価設定を下請事業者との十分

な協議の上で行う必要があります。 

 

Ｑ2： 下請事業者の了解を得た上で、下請代金を下請事業者の銀行口座に振り込む

際の振込手数料を下請代金の額から差し引いて支払うことは認められます

か。 

Ａ： 発注前に振込手数料を下請事業者が負担する旨の書面での合意がある場合

には、親事業者が負担した実費の範囲内で当該手数料を差し引いて下請代金

を支払うことが認められます。 
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○ 情報成果物作成委託における支払期日の起算日（受領日） 

 情報成果物作成委託では、注文品が委託内容の水準に達しているかどうか明らかで

ないときに、親事業者（広告会社）が作成の過程で、下請事業者の作成内容の確認や

今後の作業の指示等を行うために注文品を一時的に親事業者の支配下に置く場合があ

ります。 

 このようなとき、あらかじめ親事業者と下請事業者との間で、親事業者（広告会社）

の支配下に置いた注文品の内容が一定の水準を満たしていることを確認した時点で受

領とすることを合意している場合には、当該時点を受領日として取り扱い、親事業者

（広告会社）の支配下に置いた時点を直ちに受領日とはしないことが認められます。 

 ただし、３条書面に記載した納期日に親事業者（広告会社）の支配下にあれば、内

容の確認が終了しているかどうかにかかわらず、当該納期日を受領日とします。 

 なお、このような取扱いとしているのは、情報成果物の場合、外形的には全く内容

が分からないことから特に認めているものであり、製造委託、修理委託の場合には認

められないので注意が必要です。 

 

○ 役務提供委託における支払期日の起算日 

役務提供委託では、原則として、下請事業者が提供する個々の役務が提供された日

が支払期日の起算日となります。 

１つの役務が提供されるのに日数を要する場合は、役務提供が終了した日に当該役

務が提供されたこととなります。 

しかしながら、役務提供委託においては、一定期間の役務提供を給付の内容とする

ことがあるので、それが個々の役務が連続して提供される役務の場合には、次の要件

を満たせば、月単位で設定された締切対象期間の末日に当該役務が提供されたものと

します。 

① 下請代金の支払は、月単位で設定される締切対象期間の末日までに提供した役務

に対して行われることがあらかじめ合意され、その旨が３条書面に明記されている

こと。 

② ３条書面に、当該期間の下請代金の額（算定方法も可）が明記されていること。 

③ 下請事業者が連続して提供する役務が同種であること。 

したがって、この場合には、締切後６０日（２か月）以内に下請代金を支払わなく

てはなりません。 

   なお、個々の役務が連続して提供される期間が 1 か月未満の役務提供委託の場合に

は、当該期間の末日に役務が提供されたものとします。 

 

※ 下請事業者の給付に瑕疵があるなど、下請事業者の責任でやり直しをさせる場合に

は、やり直し後の給付の受領日を支払期日の起算日として６０日以内に下請代金を支

払えばよいことになります。 

※ 「締切対象期間」とは、下請代金を毎月の特定日に支払うこととしている支払制度

の場合に、「支払の対象とする期間」のことをいいます。 
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● 支払遅延の禁止についてのＱ＆Ａ 

Ｑ1： プログラムの作成委託において、給付の内容を確認するため、プログラムの

納品に併せて下請事業者に最低限の証拠資料（単体テスト結果報告書等）を

提出させることとし、プログラムの納品時に証拠資料の提出がない場合には、

証拠資料の提出後にプログラムを受領したこととしたいが、よいでしょう

か。 

Ａ： あらかじめ親事業者と下請事業者との間で、親事業者（広告会社）が支配下にお

いたプログラムが一定の水準を満たしていることを確認した時点で給付を受領し

たこととすることを合意しており、プログラムの納品に併せて当該確認を行うため

の証拠資料の提出を求めている場合において、証拠資料の提出が遅れた場合に、証

拠資料の提出後にプログラムを受領したこととしても問題はありません。（ただし、

３条書面に記載した納期日にプログラムが親事業者の支配下にある場合には、内容

の確認が終了していなくても３条書面上の納期日が支払期日の起算日となりま

す。）。 

   なお、この場合には、委託した給付の内容に証拠資料の提出を含むこととし、３

条書面にその旨記載して発注するとともに、証拠資料の作成の対価を含んだ下請代

金の額を下請事業者との十分な協議の上で設定して発注する必要があります。 

 

Ｑ2： 運送委託において，下請事業者からの配達報告が届いた時点を「役務を提供

した日」としてよいでしょうか。 

Ａ： 「役務を提供した日」とは，当該役務が完了した日であり，報告書の届いた日で

はありません。 

 

４－７ 割引困難な手形の交付の禁止（第 4条第 2項第 2号） 

 

 

 

親事業者（広告会社）は下請事業者に対し下請代金を手形で支払う場合、支払

期日までに一般の金融機関で割り引くことが困難な手形を交付すると下請法違反

となります。 
 

 

○ 割引が困難な手形とは 

「割引を受けることが困難であると認められる手形」とは，その業界の商慣行、親事業

者と下請事業者との取引関係、その時の金融情勢等を総合的に勘案して、ほぼ妥当と認め

られる手形期間を超える長期の手形と解されています。 

現在の運用では、繊維業は９０日以内、その他の業種は１２０日以内とされており、その

期間を超える手形の交付は、下請法違反となります。 
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○ 知的財産権の取扱い 

広告制作物などの情報成果物等の作成に関し、下請事業者に発生した知的財産権を、

作成の目的たる使用の範囲を超えて親事業者に無償で譲渡・許諾させることは、不当な

経済上の利益の提供要請に該当します。 

＜不当な経済上の利益の提供要請に該当するおそれのある例＞ 

① 購買・外注担当者等下請取引に影響を及ぼすこととなる者が下請事業者に金銭・労

働力の提供を要請すること。 

② 下請事業者ごとに目標額又は目標量を定めて金銭・労働力の提供を要請すること。 

③ 下請事業者に対して、要請に応じなければ不利益な取扱いをする旨示唆して金銭・

労働力の提供を要請すること。 

 

４－10 報復措置の禁止（第 4条第 1項第 7号） 

 

 

 

 

 

親事業者（広告会社）が、下請事業者が親事業者の下請法違反行為を公正取引委

員会又は中小企業庁に知らせたことを理由として、その下請事業者に対して取引数

量を減じたり、取引を停止したり、その他不利益な取扱いをしたりすると下請法違

反となります。 
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 ５ 立入検査・勧告・罰則等（第 6条，7条，9条～12 条） 

   

５－１ 報告・立入検査 

① 公正取引委員会及び中小企業庁 

公正取引委員会及び中小企業庁は親事業者・下請事業者の双方に対し、下請取

引に関する報告をさせ、立入検査を行うことができます。 

② 下請取引に係る事業の所管官庁  

親事業者又は下請事業者の営む事業を所管する官庁も、中小企業庁等の調査に

協力するため、所管事業を営む親事業者・下請事業者の双方に対し、下請取引に

関する報告をさせ、立入検査を行うことができます。 

 

５－２ 勧告等 

 公正取引委員会は，違反行為がある場合には，違反親事業者に対して違反行為の改善

措置等を採るよう勧告，警告等の行政指導を行います。 

 なお、勧告した場合は，原則として事業者名，違反事実の概要，勧告の概要等を公表

することとしています。 

 中小企業庁は，違反親事業者に対して，行政指導を行うとともに，公正取引委員会

に対し措置請求を行うことができます。 

 

  ５－３ 罰 則 

 罰則は「両罰規定」であり、次のような場合は，行為者（担当者）個人が罰せられる

ほか，会社（法人）も罰せられることになります（５０万円以下の罰金）。 

① 書面の交付義務違反 

② 書類の作成及び保存義務違反 

③ 報告徴収に対する報告拒否，虚偽報告 

④ 立入検査の拒否，妨害，忌避 
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